
資料３ 

今後の高速炉開発の進め方について 

（案） 

 

１．我が国は、「エネルギー基本計画」に基づき、核燃料サ

イクルを推進するとともに、高速炉の研究開発に取り組

むとの方針を堅持する。 

 

２．一方、東京電力福島第一原発事故後の新規制基準の策定、

日仏高速炉協力の開始など、我が国の高速炉開発を取り

巻く環境について、近年、大きな情勢の変化があった。 

 

３．こうした情勢変化を踏まえ、国内の高速炉開発の司令塔

機能を担うものとして、新たに「高速炉開発会議（仮称）」

を設置する。同会議は、経済産業大臣を中心に、文部科

学大臣、日本原子力研究開発機構及び高速炉開発に携わ

る民間事業者（電力事業者及び原子炉メーカー）の参画

を得て構成する。 

 

４．高速炉開発会議は、今後の我が国の高速炉開発方針案の

検討・策定作業を行うこととし、同方針は、本年中に原子

力関係閣僚会議で決定することとする。 

 

５．「もんじゅ」については、廃炉を含め抜本的な見直しを

行うこととし、その取り扱いに関する政府方針を、高速

炉開発の方針と併せて、本年中に原子力関係閣僚会議で

決定することとする。 


